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第７2回理事会の概要（平成22年1月29日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１号議案　業界情勢及び関係団体の申し入れについて

　昨年末、業界団体再編の話しが他団体からあり、今後の方向性についての議論が交わされた。

第2号議案　教育研修会について

　今年度の教育研修会については3月開催予定の全調協研修会と共同開催の形にすることで意見は一致した。

第73回 理事会の概要（ 平成22年3月25日）

　第１号議案　平成22年度の事業計画について

　平成22年度の事業計画について理事会は、会長提示による原案を逐条的に検討を進め、業界団体の連絡協議会の方向も視野に入れながら、前年度事業計画の字句に修整を加え、項目の序列組み替えも行い統一を計って仕上げた。そのうえでこれを原案とすることで理事会は了承した。

第2号議案　関係団体との調整について

　業界一本化の提案は、大局の見地からは理解できるとしても、現状では様ざまに問題が横たわっており、時間をかけて調整する必要があるとの事で意見の一致をみた。
第７4回理事会の概要（平成22年4月21日）
第１号議案　平成21年度の事業報告と決算について
　　会長は総会に提出する事業報告案の資料を理事会に示しながら逐条的に説明を行い、理事会はこの議案を了承した。

第2号議案　平成21年度の決算について

　会員数の増加困難で収入増には至らないが支出を抑えているので、収支は維持されていることを報告したうえで主要な項目について説明がなされ、理事会はこの議案を了承した。これを受けたうえで、会長は主要会員には数倍の会費負担をする現行制度につき言及し、厳しい経済環境にある現状から、主要会員の加重負担の軽減を検討してはどうか、との提案を行い、出席理事は同意した。

第３号議案　平成22年度予算案について

　会長は予算の主要項目につき事業計画に沿って説明し、その説明に基づき出席理事による質疑と確認が行われ、理事会は原案を了承した。

第７5回理事会の概要（平成22年5月27日）
第１号議案　第７回通常総会について

　総会資料を理事会に示しながら予算案のうち、予算額の大きい主要項目について説明しこれを総会原案とすることで理事会は了承した。

第2号議案　業界情勢について

　業界団体としての役割を再認識し、もう少し外向けの活動を積極的に行うためにも他団体と歩調を合わせ、協力して行動する必要が確認された。
第7回通常総会の概要

　　第7回通常総会が平成２２年６月１０日午後4時より大阪市北区南森町１－１３－１９トコーシティホテル梅田にて開催された
式次第
１．開会の辞

２．会長挨拶

３．議長選出

４．議事録署名人選出

５．議案審議

　　第１号議案　　平成２１年度事業報告の承認について　

　　第２号議案　　平成２１年度収支決算の承認について　　

第３号議案　　平成２２年度事業計画（案）について　　

第４号議案　　平成２２年度収支予算（案）について　　

第５号議案　　その他

６．閉会の辞

第１号議案　　平成２１年度事業報告の承認について

平成２１年度事業報告書（自、平成２１年４月１日　　至　平成２２年３月３１日）
第１章　総務関係

　　第１　会　員

　　　平成２０年度中の入退会
	期首正会員数
	本年度入会
	本年度退会
	期末正会員
	備考

	１６
	３
	１
	１８
	


期末正会員　１８名　賛助会員　０名
会員名簿　別紙添付
第２　役　員（平成２１年３月３１目現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３役以外は５０音順）
　役　職　　　　氏　　名　　　　　所属並びに役職等

　会　長　　　松谷　廣信　　　　㈱企業サービス　代表取締役

　副会長　　　東田　俊康　　　　㈱ピ・アイ・オ　代表取締役

　専務理事　　伊藤　寿彦　　　　㈱アイアイサービス　代表取締役

　理　事　　　夏原　佳代　　　　㈱ニッタン　常務取締役

　理　事　　　竜田　充子　　　　㈱初恋の人探します社　代表取締役
理　事　　  脇山　良之　　　  ㈱アイアイサービス統括本部　会長　
監　事　　　井上　　清　　　　㈲大阪私立探偵社　代表取締役
第３　事務局

　　　　大阪市北区西天満１－１０－１６ ＫＳビル６Ｆ

　　　　　TEL　(06)6313-4567　FAX (06)6313-4566
第４　会議の開催

　１　第６回通常総会を次の通り開催した。

　　　　開催日時　　平成２０年６月４日午後４時～５時まで

　　　　開催場所　　大阪市北区南森町1-13-19トーコーシティホテル梅田　　　　
正会員数　　１６名、　出席会員数　１４名（委任状含）

　　　　議　　長　　東田　俊康

議事録著名人　松谷廣信　　脇山良之
提出議案及びその結果

　第１号議案　平成２０年度事業報告の承認について

　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　第２号議案　平成２０年度収支決算の承認について

　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　第３号議案　平成２１年度事業計画（案）について

　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　第４号議案　平成２１年度収支予算（案）について

　　　　　　　　報告の通り異議無く承認された

　第５号議案　役員改選について

　　　　　役員全員が任期満丁につき改選が行なわれ､下記の者が役員　　　　　　に選任された。

　　　　　　理事､松谷廣信､東田俊康､伊藤秀彦､脇田良之､竜田充子、夏原佳代

　　　　　　　監事､井上清

　　　　　　尚､理事の互選により新三役が選ばれ､被選任者は就任を承諾した。

　　　　　　　会長､松谷廣信　　副会長､東田俊康　　専務理事、伊藤秀彦

　第6号議案　その他

　　　　　　特に提出議案は無かった
※　以上を持って総ての議案の審議が終了し１６時５５分に議長は閉会を宣言した。

　　総会終了後引き続いて別会場にて懇親パーティーが開催された。
２．理事会
	回数
	開催日時
	開催場所
	審　議　事　項

	６５
	Ｈ２１年
４月２２日
	関調協事務所
	１号議案　平成２０年度決算について
２号議案　平成２０年度事業報告について
３号議案　平成２１年度予算案について

	６６
	Ｈ２１年
５月２７日
	関調協事務所
	１号議案　入会申し込みについて
２号議案　会員増強について
３号議案　第６回通常総会について

	６７
	Ｈ２１年
６月４日
	トーコーシティ　ホテル梅田
	１号議案　入会申し込みについて
２号議案　役員改選について
３号議案　通常総会について

	６８
	Ｈ２１年
７月１７日
	関調協事務所
	１号議案　苦情処理について

２号議案　会員増強について

３号議案　会員証発行について

	６９
	Ｈ２１年
９月４日
	関調協事務所
	１号議案　全国団体の動きについて
２号議案　会員増強について

	７０
	Ｈ２１年
１０月２３日
	関調協事務所
	１号議案　会員増強について
２号議案　会報発行について
３号議案　業界情勢と他団体の動向

	７１
	Ｈ２１年
１２月１８日
	関調協事務所
	１号議案　会報発行について
２号議案　業界情勢及び他団体の申し入れ
３吋議案　教育研修会について

	７２
	Ｈ２２年
１月２９日
	関調協事務所
	１号議案　業界情勢及び他団体の申し入れ
２号議案　教育研修会について

	７３
	Ｈ２２年
３月２５日
	関調協事務所
	１号議案　平成２２年度事業計画について
２号議案　関係団体との調整について


事業関係

　①「探偵業の業務の適正化に関する法律」の遵守と周知の徹底を図ると共にコンプライアンスの推進と調査研究に努める、については

　　　日々業法の遵守と周知徹底に努めると同時に、コンプライアンスの推進と調査研究に努めた。
②　調査業界の健全化の推進については

　　関係官庁及び団体との密接な連携を図り健全化の方策に努めた。尚、業界団体再編への方策を模索した。

③　業務の適正化及び公正な苦情処理の研究と対応については

　　教育研修会及び会報等により業務の適正化に努めると同時に消費者からの苦情処理に努めた。
④　会員の意識啓発と教育研修については

　　平成２２年３月１１日、全国調査業協会連合会との共催で教育研修会を実施した。
⑤　広報活動の推進については

　　　関調協報会報を０９年５月２７日第２４号、０９年９月１日第２５号、１０年１月２９日第２６号を発行した。

　　　その他、監督官庁及び関係団体との連携を密にし、協会の事業における理解と協力を求めた。
⑥　組織拡大の推進に努めるについては

　　　鋭意組織拡大に努め、入会３名、退会１名で実質２名の増員となった。
⑦　特定非営利活動法人全国調査業協会連合会に団体加盟すると共に全国調査業協同組合との連携を密にして活動するについては

　　特定非営利活動法人全国調査業協会連合会に団体加盟し協力すると同時に全国調査業協同組合にも２名が理事に就任し連携を密にして活動した。
⑧　大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の遵守に努め、倫理意識と人権の高揚に努めるについては

　　大阪府が主催する条例及び人権関係の教育研修会に参加すると同時に日常業務の中で倫理意識と人権高揚に努めた。
３号議案　　平成２２年度事業計画（案）について

　　　　　（自　平成２２年４月１日　　至　平成２３年３月３１日）
第１　基本方針

　　①　「探偵業の業務の適正化に関する法律」の遵守と周知の徹底を図ると共に、調査業界の発展に努める
②　調査業界の健全化の推進

　　　　関係官庁及び団体との密接な連携を図り健全化の方策に努める　
業界他団体との連携を密にする
③　組織拡大の積極的推進に努める
④　業務の適正化及び公正な苦情処理の研究と対応に努める
⑤　会員の意識啓発と教育研修の実施に努める
⑥　広報活動の推進
（１） 機関紙の発行
（２） 監督官庁及び関係団体との連携を密にし、協会活動の事業に対し理解と協力を求める
7 特定非営利活動法人全国調査業協会連合会に団体加盟すると共に他団体との連携を密にして活動する。
⑧　大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の遵守に努め､倫理意識と人権の高揚に努める
第６号議案　その他

閉会の辞

第7回通常総会は第１号議案から第５号議案まで原案通り承認され、予定時刻の17時00分に修了した。
戸籍、住民票の第三者交付に係る本人通知制度について
　松谷　廣信

この制度は、事前に登録したかたに対して、そのかたの住民票の写しや戸籍謄本等を本人の代理人や第三者に交付したとき、その交付した事実を通知する制度です。住民票の写し等の不正請求や不正取得による個人の権利の侵害の防止を図るために実施する、と云うものである。

【通知の対象となる住民票の写し等の種類】

 
住民票の写し（除票、改製原住民票を含む） 

 
住民票記載事項証明書 

 
戸籍附票の写し（除籍、改製原戸籍を含む） 

 
戸籍謄本または戸籍抄本（全部事項証明書または個人事項証明書）（除籍、改製原戸籍を含む） 

 
戸籍記載事項証明書（一部事項証明書）（除かれた戸籍を含む） 

· この制度を利用するには事前に登録することが必要です。

上記は箕面市のホームページより抜粋したものです。この通知システムを採用している他の市町村でも運用方法はほぼ同様のものです。

　この戸籍・住民票などの本人通知制度は、大阪府箕面市が本年2月1日、狭山市が6月１日から実施しており、その他では埼玉県内全６４市町村で同じく本年6月１日より実施されています。今のところ全国的な広がりは見られないが、最近のプライバシー保護や個人情報保護の流れからすると、他の市町村にも広がる可能性は可也高いものと思われます。

　そこで、この制度について私なりの意見を述べてみたいと思う。独善的と批判されることは承知のうえ、否、敢えて批判される事を望んでおります。と云うのは、実はこの問題について多くの方に関心を持って頂き、議論を深めて頂きたいが為であります。私が今一番危惧しているのは、この制度が特に議論もされること無く、何時の間にか右へならへ的な形で全国的に広がってしまうことであります。

　私は、この制度には怒り心頭。平和ボケした人権論者の戯言にすら思えるほどです。この制度は、戸籍・住民票の本来の役割や確認が出来なくなった際の社会的影響などは殆ど考えられること無く、管理する役所の立場と、単に不正入手を防ぐ方法論として提案なされたものではないでしょうか。
現在の個人情報保護の流れからすると、この制度はもっともなこと。住民票や戸籍の不正請求を防ぐためには、非常に判りやすく、自分の戸籍や住民票が、誰に何時取られたかが判るのであれば一般的には非常に良い制度と思うでしょう。
確かに、こういうシステムは、虚偽も何も無い善人のみが生活する社会であれば何も問題はないのでしょう。ところが詐欺師や悪巧みを考える人、相手を騙そうとする人に取っては、これ程都合の良い至れりつくせりの制度はありません。

　所謂、商取引の相手や結婚などお付き合いをしている相手が「何処の誰なのか」公的に知る術を無くし、何処の誰なのかは、相手が言う事を信じるしかない社会にし、それを確認しようとすると、「その事を相手にお知らせする」と云うのがこのシステムなのです。

　私ども調査業は、事が起きる前に、相手が「何処の誰で、どんな人か」を調べるのが仕事です。所謂、人や物の信用度を事前に調べ、危機管理に務める事を業としており、警察は事件が起きてから調べるのが仕事です。ところが、事件にならないよう、騙されないよう、事前に調べようとしても、調べられないような社会を作り、調べると相手に調べていますよ、とお知らせする懇切丁寧な詐欺師保護法、悪人養護法がこのシステムだと云っても過言では無いでしょう。
最近の個人情報保護法の流れ、戸籍・住民票の運用（第三者は入手不可能）からすると、氏名も年齢も住所も云いたい放題です。何故なら、第三者は、氏名、年齢、住所、家族構成、学歴、職歴、親子関係、婚姻関係、何一つ確認するシステムをシャットアウトされています。

　「そんな事は無いでしょう、そんな事になったら大変じゃないですか・・」そんな声が何処からか聞こえて来ますが、実際にはそうなのです。学歴は学校、職歴は職場で確認するしかありません。ところが学校も職場も第三者確認には個人情報保護を盾に回答しないのが一般的です。また氏名、年齢、親子関係、婚姻関係など、人の身分に関する事項の正確な確認は戸籍でしか出来ず、住所を証明するものは住民票です。ところが、前述の通り戸籍や住民票での確認は第三者は事実上不可能です。その事を知っているワルは、身分詐称のし放題と云うことになります。

　第三者の立場で確認できないのであれば、本人に各種証明書を提出させればいいではないか？。そんな意見が何処からかきこえてきます。ところが、最近はパソコンで各種証明書は簡単に作成でき、偽卒業証明書、偽在職証明書、偽運転免許証が出回っています（弊社の調査でも何件か確認されている）。真のワルはこんな事など皆知っています。本人しか入手できない証明書を偽造しても、第三者は確認できないのですから、大手を振って偽造できる訳です。しかも、身分詐称をして行う行為は、相手の一生を左右するような大事に至ることが多々あります。 

　私は仕事柄、そんな事案を数多く見聞きしており、また弊社の調査で、大事に至るのを未然に防ぎ、感謝された経験も２度・３度ではありません。ところが今の個人情報保護やプライバシー保護の流れからすると、感謝されるほどの正確な調査は、これからは非常に難しくなるでしょう。そうです、行政がワルに「貴方は調べられていますよ」と事前に通知するのですから・・・。

　不正請求は防止しなければならない。その為の方策を講じるのはもっともな事です。でも、不正請求が何故起きるのか？。この事も真剣に考える必要が有るのではないでしょうか。「何人も理由を明らかにして戸籍や住民票の交付請求ができる」と法律で定められていたにも関わらず、役所は第三者請求に応じないから、止む無く不正請求が行われたのも事実ではないでしょうか。

　これ程個人レベルでも、危機管理、リスクマネジメントが必要な時代に、人事調査（人に関する調査）を罪悪視し、調査を規制しようとするこの姿勢はいったいなんなのでしょう。「本当に安心して暮らせる平和な社会を作らんと、」と、政治家や役人は真剣に考えているのでしょうか。真に政治を志す人は、自分の信念にもとづいて行動して貰いたいものです。

私が予ねてから主張しているのは、明治以来何故に戸籍、住民票が公開の原則を貫き、何人も戸籍、住民票の交付を受ける事が出来るシステムを、頑なに行政が護って来たかと云うことです。そうしなければ社会システムが狂い、社会の平和と秩序が保てないからでは無いでしょうか？。 

　戸籍には氏名、生年月日、親子関係、婚姻関係など身分に関する事項が記載され、住民票には、何処に誰が住んでいるかと云う事が記載されています。所謂、その人が「何処の誰であるか」を証明するものであり、一般的には隠し立てしなければならない様な事項は記載されていないはずです。従って、これを公開にし、必要があれば「相手が何処の誰であるか」が判るようにして社会秩序を維持してきたのです。

例えば、住民票や戸籍を役所が見ることが出来なくなったらどうでしょう・・。多分、住民に対する大方の仕事は出来なくなり、一大パニックに陥るでしょう。民間でも個人レベルでも実際には同じ事で、この様な制度が全国的に広まり、完全に第三者の交付請求が出来なくなれば、今の社会秩序は崩壊してしまう可能性さえあります。江戸時代の往時から、「自分が何処の誰であるか」を周囲の人に知られているが為に、社会への規範意識が保たれ、秩序が維持されて来た部分が多分にあると思うのです。「何処の誰であるか」を知る術をなくせば、今の社会秩序が完全に維持されるとは云い難いのでは無いでしょうか。所謂、覆面社会で現在の平和や秩序が何処まで維持されるか、と云うことです。

　この事を協会員皆で真剣に考えてみようではありませんか。物言わぬ業界、嵐が来てもジッと頭を下げ、忍の一字で去るのを待つ、そんな従来の業界姿勢では、社会的地位の向上など望むべくもありません。内部抗争からおさらばし、物言う業界に脱皮しようではありませんか。
調査業に従事して30有余年　　　　　　　　　　　　　東田　利康
学生時代から社会人となって、初めての職業は各種学校の簿記教師でありました。学生時代から僻地の学校の先生を夢見て教職課程を受けて先生になろうと頑張っていましたが、人生の悪戯なのか、教育心理学の授業は、担当教授の声が小さく聞こえないこともあって学生たちの私語が多く、非常に騒がしく、それぞれが好き放題に騒いでいる状況でした。

私も調子に乗って友人と授業中であることも忘れて騒いでいたのが悪かったようで、その教授に咎められ注意を受けることになってしまいました。突然、「君の学籍番号と名前を教えなさい」といわれ、「君には教育心理学の単位は絶対にあげないから覚悟をしておくように・・・。」と宣告されてしまったのです。教育心理学の単位がもらえないということは教職への道が閉ざされたことを意味し、公立の高校や中学の教師にはなれなくなってしまったのです。

それでも、先生という職業への憧れは強く、教職課程を修了することは出来なかったが、ゼミナールの教授の紹介で経理専門学校の教員として勤める事ができました。ところが、教職の社会は、人に物を教える立派な人たちの集まりであろう、との期待は見事無惨に短期間の間に裏切られました。学校の先生という職業への理想像に近い夢や憧れはなくなりましたが、その事により自分の職業についての選択範囲が大きく広がりました。そして、偶然というか宿命というか、ひょんなきっかけで探偵という職業に従事することとなったのです。

まさか探偵という職業に従事するとは夢にも思わなかった。そして人生の大半をこの職業で過ごすことになろうとは･･･？？！！

今から振り返るとこの職業に出会わなかったら、今の自分はないし、この道を離れて他に考えることは出来ない一生の仕事になってしまいました。

私は昔から、特に大病をした事もなく、元気に動き回るのが好きだったことから、家内や子供たちから『お父さんって！鮪（マグロ）みたいやなぁ。年がら年中動き回って動かなくなったときが死ぬときやなぁ・・・。』と揶揄されていましたが、今年に入ってから体調を壊し、発熱と筋肉が硬直するような症状を感じるようになり、それでもたいした事はないと元気に動き回っていました。ところが若い頃からの無理が祟ったのか、今年2月末に生れて始めて救急車で病院に搬送され、その病院では高熱と震えを抑えるために強力な抗生物質が投与されましたが、それが原因で古傷である胃潰瘍が再発し、大量の出血が起こり、通常の血液量の4分の１以下になるというパニック状態に陥ってしまいました。顔面は蒼白になり急激に痩せ細り、死相が出ていたそうです。このままでは助からないと判断した家族が転院させることを決意、我母校である近畿大学付属病院へ、知人紹介で一刻の猶予もならないと即刻転院をさせてくれました。同病院では、直ぐに胃潰瘍の止血と輸血をしてくれ、その迅速な処置のお陰で一命を取り留めることが出来ました。

調査業一筋に生きてきた私が三途の川の散策をさせられるなんて思いもよりませんでした。つくづく病院の選択を間違えると命取りになるということを身をもって知らされました。

最初に搬送された病院の診断はひどいもので、「脳梗塞｣『脳腫瘍』『敗血症』で末期的状況と家族に告げられたようですが、近畿大学付属病院では「脳梗塞はあるが、身体には影響は出ていない。左目の一部障害が出るでしょうといわれたが脳腫瘍については見当たらないし、心配はないと診断され。色々な検査の結果、「感染性心内膜炎」という珍しい病気で、心臓で培養された菌が脳に回って脳梗塞の発症を起こしたものと診断された。又、治療は出血を止めることが先決であり、後200ｃｃ出血すると出血多量でショック死するところであったといわれましたが、適切な止血と輸血によって一命を取りとめることが出来ました。

今まで、こんな経験は初めてであり、何事があっても［大丈夫･大丈夫］と平気で生きてきたが、これからは健康には特に留意が必要であるとつくづく考えるようになりました。
話は変わりますが調査業界は、昔と比べると非常に難しい環境下にあり、いろいろな条例や法律が出来るとともに個人情報保護法やプライバシーの問題等今まではあまり表立って問題視されずに来たことが大きく取り上げられるようになり、あたかも個人のことを知ることが間違っているかのごとくに捕らえられ「知る権利」よりも知ることが悪いことのように考える風潮に、之でよいのかと最近大きな危惧を抱くようになりました。

これからの調査業はこうした面で非常にやり難くなってきているが、その必要性重要性は格段に多くなってきており、それにつれて需要も増大してきている。

これからの調査業はこうした問題に最大の配慮をしながらも、依頼者が求めておられる情報や結果を提供できるように切磋琢磨していくことこそ、この業の生き残りに不可欠なものと考えます。協会や協同組合といった調査業者の固まりを大きな力として、調査業の発展と社会的認知を得られるように、これからも頑張っていきたいと思っております。

これから、暑い夏の季節になります、健康には特に気をつけていただき、皆様方の益々のご発展とご健勝をお祈り申し上げます。
倫理綱領


一、会員は、調査業の社会的使命を自覚し、誠実な職務遂行によって社会に貢献すること。





二、会員は、全ての業務において法を順守し、社会常識を逸脱するような行為をしないこと。





三、会員は、契約を信義に基づく誓約とみなし、矜持をもって調査に当たること。





四、会員は、人格を磨き、能力を高め、顧客満足の実を挙げるよう努めること。





五、会員は、人びとの名誉、権利を尊重し、部落差別調査の廃絶に努めること。





六、会員は、業務上知り得た情報並びに機密の秘匿、保持に努めること。





七、会員は、相互に協調し、連帯感有る活動を通じて業界の発展に努めること。
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